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７．包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組 

 

重点検討項目①：科学的なリスク評価の推進等 

 

現代社会において、多種多様な化学物質が我々の生活に便益をもたらしているが、その

中には人の健康や環境への影響が懸念されるものもある。そのため、化学物質の固有の有

害性の程度と人や生物へのばく露のレベルを考慮し、環境を通じて人や生態系に悪影響を

及ぼす可能性（環境リスク）を科学的に評価していく必要がある。 

このような観点から、以下のａ）からｃ）の項目について、関係行政機関の取組状況を

確認した。 

 

ａ）リスク評価の推進、目標値等の設定 

ｂ）リスク評価の効率化などに向けた新たな手法の開発・活用 

ｃ）予防的取組方法を踏まえた未解明の問題への対応 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

 

科学的な環境リスク評価を効率的に推進するために、現行の枠組みに基づきリスク評

価を着実に推進するとともに、リスク評価に係る新たな手法の検討等を行う。また、予

防的取組方法の考え方にたち未解明の問題についての調査・研究等に積極的に取り組ん

でいく必要がある。 

 

（２）現状と取組状況 

 

国は、環境リスク低減のための制度の構築・運用に取り組むこととなっている。具体

的には、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（昭和 48 年法律第 117 号。

以下「化学物質審査規制法」という。）及び「農薬取締法」（昭和 23 年法律第 82 号）

に基づくリスク評価を推進し、その結果に基づき所要の規制処置を講じるとともに、環

境中濃度のモニタリング等を実施しリスクの適切な管理を実施する必要がある。また、

未解明の問題について予防的な見地から取り組み、特に化学物質の内分泌かく乱につい

て、評価手法の確立と評価の実施を加速する必要がある。 

 

ａ）リスク評価の推進、目標値等の設定 

 

現状 

 

国は化学物質のリスク評価を推進する取組として、化学物質審査規制法及び農薬

取締法に基づく評価を実施するとともに、これらでカバーできない化学物質について

文献情報やモニタリング調査結果等を用いた初期的なリスク評価を実施している。ま
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た、有害汚染物質について環境目標値の設定と、そのための定量評価手法の高度化等

を実施し、有害汚染物質へのばく露状況を監視している。 

新たに製造・輸入される一般用途（工業用）の化学物質については、化学物質審

査規制法に基づき、製造・輸入前に事業者により届出られた物質の有害性等を国が審

査している。一方、同法制定時（昭和48年）に製造・輸入されていた既存化学物質に

ついては、国が安全性点検を行い、必要に応じて規制措置を講じるとともに、産業界

と国が連携して、ＯＥＣＤの高生産量化学物質プログラムへの参加や官民連携既存化

学物質安全性情報収集・発信プログラム（通称：Japanチャレンジプログラム）を実

施することにより、リスク評価の加速化を図ってきた。平成21年には化学物質審査規

制法を一部改正し、平成23年度から既存化学物質も製造輸入数量実績等の届出の対象

とし、スクリーニング評価により優先評価化学物質を絞り込んだ上で、必要に応じて

有害性試験結果の提出を事業者に求め、詳細なリスク評価を実施することとしている。

スクリーニング評価では、評価の前年度に事業者等から届出のあった製造・輸入数量、

用途別出荷量（前々年度実績）等に基づき推計した全国合計排出量に分解性を加味し

たばく露情報と、国において収集した有害性情報に基づき、それぞれクラス分けした

上で、有害性も強くばく露の指標も大きい優先度の高い物質を優先評価化学物質相当

と判定している。平成22年度以降のスクリーニング評価の進捗を図表Ⅲ－７－１及び

Ⅲ－７－２に示す。平成26年10月１日時点では、164物質が優先評価化学物質に指定

されている。 
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図表Ⅲ－７－１．化学物質審査規制法におけるスクリーニング評価における有害性クラス

の審議物質数実績（平成 25 年７月まで）（上：人健康影響、下：生態

影響） 
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出典）「平成 25 年度スクリーニング評価の進め方及び評価結果」（平成 25 年度第４回薬事・食品衛生審議会薬事分科

会化学物質安全対策部会化学物質調査会 平成 25 年度第２回化学物質審議会安全対策部会 第 135 回中央環境

審議会環境保健部会化学物質審査小委員会、2013）より環境省作成 
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図表Ⅲ－７－２．平成25年度におけるばく露クラスのスクリーニング評価結果（平成23年

度実績） 

（上：人健康影響、下：生態影響） 
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ばく露クラス 全国合計推計排出量（トン） ばく露クラス 全国合計推計排出量（トン） 

クラス 1 10,000 超 クラス 4 10 – 100 

クラス 2 1,000 – 10,000 クラス 5 1 - 10 

クラス 3 100 – 1000 クラス外 1 以下 

注１ 数字は各クラスを付与された物質数、％は各クラスの全体に占める割合を示す。 

注２ ばく露クラス４以上の物質について有害性クラスを当てはめ、優先度マトリックス（各物質を有害性クラスとば

く露クラスの２軸の観点により「高」、「中」及び「低」に優先度をつけるもの）において有害性も強くばく露の

指標も大きい優先度「高」、及び専門家の詳細評価を踏まえ３省合同審議会において必要性が認められたものを優

先評価化学物質相当と判定。 

出典）「平成 25 年度スクリーニング評価の進め方及び評価結果」（平成 25 年度第４回薬事・食品衛生審議会薬事分科

会化学物質安全対策部会化学物質調査会 平成 25 年度第２回化学物質審議会安全対策部会 第 135 回中央環境

審議会環境保健部会化学物質審査小委員会、2013）より環境省作成 

 

農薬については、農薬取締法に基づき、事業者による登録申請を受けて国が事前に

審査し、環境リスク評価を行っており、水産動植物への被害防止や水質汚濁に係る農

薬登録保留基準の設定方法の改善等を図りつつ、これら基準の設定を順次進めてきた。

水産動植物の被害防止及び水質汚濁に係る農薬登録保留基準設定に係る検討状況を図

表Ⅲ－７－３に示す。平成26年３月時点で、水産動植物の被害防止に係る登録保留基
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準については、224農薬に基準値を設定し、農薬の剤型や使用方法から見て農薬が水

系に流出するおそれがないなどの理由で85農薬を基準値設定不要とした。水質汚濁に

係る登録保留基準については、182農薬に基準値を設定し、同様の理由で85農薬を基

準値設定不要とした。 

 

図表Ⅲ－７－３．水産動植物の被害防止（上図）及び水質汚濁（下図）に係る農薬登録保

留基準設定の検討を行った農薬数（累積） 

 
出典）環境省



 

- 136 - 

 

また、多数の化学物質の中から相対的に環境リスクが高い可能性がある物質を、

科学的な知見に基づいてスクリーニング（抽出）するための初めのステップとして、

環境リスク初期評価を実施している。第12次評価（平成25年12月公表）までの実績を

図表Ⅲ－７－４に示す。平成25年12月までに、316物質について評価を実施した。 

 

図表Ⅲ－７－４．環境リスク初期評価を実施した物質数の推移 
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リスク評価の前提となるばく露に係る情報については、化学物質環境実態調査、

有害大気汚染物質モニタリング調査、公共用水域及び地下水の水質測定、農薬残留対

策総合調査等、各種の調査・モニタリング等を実施するとともに、濃度予測モデル等

の高度化を進めつつ、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」（平成11年法律第86号。以下「化学物質排出把握管理促進法」とい

う。）に基づく化学物質排出移動量届出制度（ＰＲＴＲ制度）により得られる排出量

等のデータのばく露評価への活用を進めてきた。 

大気汚染に係る環境基準としては、人の健康の保護に関する観点から、10物質

（ダイオキシン類を除く。）が定められている。また、環境中の有害大気汚染物質に

よる健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）が９物質について定め

られている。 

環境基本法に基づく、水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康の保護に関する

環境基準については、重金属類や有機塩素系化合物、農薬など、公共用水域において

27項目、地下水において28項目が設定されている。また、公共用水域等における検出

状況等からみて、直ちに環境基準とはしないが、引き続き知見の集積に努めるべきも

のとして、要監視項目（公共用水域：26項目、地下水：24項目）を定めている。また、

生活環境の保全に関する環境基準については、公共用水域において、生物化学的酸素

要求量（ＢＯＤ）※１、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）※２、溶存酸素量（ＤＯ）※３、全

窒素、全燐、全亜鉛等の環境基準が定められており、そのうち、水生生物の保全に関

する項目としては、環境基準が３項目、要監視項目が６項目定められている。
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※１  ＢＯＤ: Biochemical Oxygen Demand（生物化学的酸素要求量）。水中の有機汚濁物質を分解するために微

生物が必要とする酸素の量。値が大きいほど水質汚濁は著しい。 

※２  ＣＯＤ: Chemical Oxygen Demand（化学的酸素要求量）。水中の有機汚濁物質を酸化剤で分解する際に消

費される酸化剤の量を酸素量に換算したもの。値が大きいほど水質汚濁は著しい。 

※３  ＤＯ: Dissolved Oxygen（溶存酸素量）。水に溶解している酸素の量。水生生物の生息に必要であり、数

値が大きいほど良好な環境。 

 

取組状況 

 

＜リスク評価の推進＞ 

【化学物質審査規制法に基づく優先評価化学物質の指定・リスク評価】（厚生労働

省、経済産業省、環境省） 

一般用途（工業用）の化学物質については、化学物質審査規制法に基づき、既存

化学物質を含むすべての一般化学物質を対象に、スクリーニング評価をして人の健

康又は生活環境動植物の生息等に係る被害を生ずるおそれがあるものかどうかにつ

いて、優先的に評価を行う優先評価化学物質を指定する。また、平成14年（2002

年）に開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議において合意された「予防

的取組方法に留意しつつ、透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順と科学

的根拠に基づくリスク管理手順を用いて、化学物質が、人の健康と環境にもたらす

著しい悪影響を最小化する方法で使用、生産されることを2020年までに達成する」

との国際目標（ＷＳＳＤ 2020年目標）の達成に向けて、国際的な動向を踏まえ、

平成32年（2020年）までに優先評価化学物質のうち人又は生活環境動植物への著し

いリスクがあると認められるものを特定するためのリスク評価を行い、著しいリス

クがあると判明した物質については、必要な規制措置を講じる。 

○ 一般化学物質等のスクリーニング評価 

一般化学物質等のスクリーニング評価を平成22年度から開始し、旧法の第

二種及び第三種監視化学物質を含む全ての化学物質について、スクリーニン

グ評価を行い、リスクが大きくないと言えない化学物質を優先評価化学物質

に指定している。 

平成25年度は、平成23年度の製造輸入数量１トン以上の一般化学物質

11,979物質のうち、製造輸入数量10トン超の一般化学物質7,819物質について

スクリーニング評価を実施した。ばく露クラスの推計等を行い、40物質につ

いては、新たに優先評価化学物質相当であると判定された。 

平成25年度のスクリーニング評価結果も踏まえ、現在、164物質を優先評価

化学物質に指定している。（平成26年10月１日現在）。 

○ 優先評価化学物質のリスク評価 

平成25年度に、平成23年４月１日及び平成24年３月22日に指定された優先

評価化学物質81物質のうち、製造輸入数量10t超の79物質を対象に、平成23年

度実績の詳細用途別出荷量等を用いて、リスク評価（一次）評価Ⅰを実施し

た。平成24年度の結果と併せて、これまでに25物質についてリスク評価（一
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次）評価Ⅱに着手している。 

今後は、ＷＳＳＤ2020年目標の達成に向け、科学的なリスク評価を効率的

に推進し、著しいリスクがあると判明した物質について規制措置を講ずると

ともに、リスク評価を効率的に推進するための新たな手法の開発・実用化に

努める。 

 

【農薬に係るリスク評価の推進】（環境省） 

農薬については、農薬取締法の規定に基づき登録を受けなければ製造、輸入、販

売、使用が出来ない仕組みとなっている。登録に当たっては、農薬取締法第３条第

１項の第１号から10号に該当するか検査し、問題がないと判断した農薬のみを登録

することになっている。 

○ 登録保留基準の設定 

環境大臣は、人の健康や水産動植物に悪影響が生じないようにとの観点か

ら農薬取締法第３条第２項の規定に基づき、同条第１項第４号（作物残留）、

第５号（土壌残留）、第６号（水産動植物被害防止）、第７号（水質汚濁）

の基準（登録保留基準）を定めて告示をしている。 

・ 作物残留に係る登録保留基準では、使用した農薬の残留した農作物等

が、「食品衛生法」（昭和22年法律第233号）に基づく残留農薬基準に適

合しなくなるような使用方法での農薬登録を保留している。また、土壌

残留に係る登録保留基準では、農薬の土壌中半減期に応じた規制を行っ

ている。 

・ 水産動植物被害防止及び水質汚濁に係る登録保留基準については、各

種毒性試験の結果を基に、個別農薬毎の基準値を中央環境審議会土壌農

薬部会農薬小委員会において審議し着実に設定している。また、農薬の

剤型や、使用方法から見て農薬が水系に流出するおそれがないと認めら

れるものなどは、基準値設定の必要がないものとして整理している。 

実績については図表Ⅲ－７－５のとおり。 

 

図表Ⅲ－７－５．農薬登録保留基準の設定状況 

 
登録 

農薬数 

① 

基準値設定 設定不要 
残り 

①-②-③ ② うちH24年度 H25年度 ③ うちH24年度 H25年度 

水産基準 
555 

224 36 36 85 29 13 246 

水濁基準 182 59 26 85 29 12 288 

 

今後は下記の取組を進める。 

・ 水産動植物被害防止に係る登録保留基準又は水質汚濁に係る登録保留

基準が設定されていない農薬について、引き続き検討を進める。 

・ 土壌残留に係る登録保留基準については、土壌中半減期を判定するた

め告示で定めているほ場試験法をより普遍性の向上を図る観点から見直

すため中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会にて審議した。今後、
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農業資材審議会及び厚生労働大臣の意見聴取の手続きを進める。その他

現行の登録保留基準の評価手法について、最新の科学的知見の集積に努

めていく。 

○ モニタリングの実施 

設定された基準値が実環境中で担保されているか農薬モニタリングを実施

している。 

・ 平成 24 年度は全国７か所（のべ 29 農薬）、平成 25 年度は全国７か所

（のべ 18 農薬）でモニタリングを実施した。平成 24 年度は基準値の超

過は見られなかったが、平成 25 年度は１か所で基準値の超過が見られた

ため、超過理由を検証している。登録保留基準値設定時に環境中予測濃

度と基準値が近接している農薬が増えており、中央環境審議会土壌農薬

部会農薬小委員会でモニタリングを戦略的に推進すべきとされているこ

とから、今後は出荷量等も鑑みて優先順位を検討するとともに、農薬の

一斉分析法を開発し、効率的なモニタリングができるよう推進する。 

・ 水産動植物被害防止に係る登録保留基準において、農薬上市前に、一

定の標準シナリオで算定した環境中予測濃度が、３種の毒性試験から設

定した基準値を上回らないことを確認して登録しているが、生物種の感

受性の違いや普及状況を踏まえ、登録後の水生生物への影響調査等も推

進する。 

 

【化学物質の環境リスク初期評価の実施】（環境省） 

化学物質による環境汚染を通じて人の健康や生態系へ好ましくない影響を与え

ることを未然に防止するため、環境リスク初期評価を実施している。 

具体的には、潜在的に人の健康や生態系に有害な影響を及ぼす可能性のある化

学物質が、大気、水質、土壌等の環境媒体を経由して環境の保全上の支障を生じ

させるおそれ（環境リスク）について、環境媒体を経由したばく露量と毒性を科

学的な観点から定量的に検討した上で、両者の比較によるリスク初期評価（スク

リーニング評価）を実施している。これにより、環境リスクが相対的に高い可能

性がある物質を抽出し、評価結結果を必要とする関係部局等に提供していくこと

等により、環境リスクの低減に資する取組を進めていく。 

環境リスク初期評価の結果については、これまでに12次にわたり結果を取りま

とめ、「化学物質の環境リスク評価」（第１巻～第12巻。総実施物質数316物

質。）として公表している。平成24年度は23物質、平成25年度は14物質について

評価結果を公表した。 

今後も引き続き、評価の結果「詳細な検討を行う候補」とされた化学物質につ

いて関係部局等へ情報提供し、必要な取組の誘導を図るなど、評価結果に応じた

対応を行うとともに、必要に応じて過去に初期評価を実施した化学物質の関連情

報収集や再評価等も実施し、逐次、再評価結果を公表する。 

また、ＯＥＣＤ等における試験法や評価手法等に関する検討状況を適切に把握

し、新たな知見を取り入れつつ、総合的な化学物質管理が必要な物質等に重点を
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置いた環境リスク初期評価を進めていく。 

 

＜有害性評価の推進＞ 

【化学物質審査規制法における各種毒性試験等の実施】（厚生労働省、経済産業

省、環境省） 

化学物質審査規制法では、製造・輸入・使用等の規制を行う対象物質を指定す

るために、事業者に各種毒性試験等の実施を指示することができる、国も必要に

応じて各種毒性試験等を実施している。これに基づき、以下の試験等を実施した。 

○ 難分解性等の性状を有し、かつ、人の健康を損なうおそれがある化学物質

等について、人健康リスク評価に必要な毒性等調査を実施した。 

○ 平成25年度は、監視化学物質（難分解性かつ高蓄積性であり、人の健康又

は高次捕食動物への長期毒性の有無が不明であるもの）についての予備的な

鳥類繁殖毒性試験、定量的構造活性相関（ＱＳＡＲ：Quantitative 

Structure-Activity Relationship）、構築のための生態影響試験を実施した。 

 

【官民連携の取組（Japan チャレンジプログラム）】（厚生労働省、経済産業省、環

境省） 

産業界と国の連携により、既存化学物質の安全性情報の収集を加速し、広く国

民に情報発信を行うため、平成17年から平成25年まで、官民連携既存化学物質安

全性情報収集・発信プログラム（通称：Japanチャレンジプログラム）を実施し、

平成25年９月に本プログラムの最終とりまとめを公表した。 

本プログラムを通じた事業者の自発的な取組により、67物質について試験を含

む安全性情報が収集され、国が海外情報を収集した物質と合わせ446物質の情報が

収集された。 

 

＜ばく露評価の推進＞ 

【化学物質環境実態調査】（環境省） 

    化学物質環境実態調査は、一般環境中における化学物質の残留状況を把握するた

め、日本各地の多媒体（水質、底質、生物、大気）を対象に、 

① 環境残留の有無が明らかでない化学物質の環境残留を確認するための調査

（初期環境調査） 

② ①で環境残留が確認された化学物質について、環境中の残留状況を精密に

把握するための調査（詳細環境調査） 

③ 残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）の対象

物質及びその候補となる可能性のある物質並びに化学物質審査規制法におけ

る特定化学物質等の化学物質の残留状況を経年的に把握するための調査（モ

ニタリング調査） 

とする目的ごとの調査を実施しており、得られた測定データについては環境省

内の規制担当部署へフィードバックされ、化学物質対策の基礎情報として活用さ

れている。 
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 ○ 平成24年度 

 ・ 初期環境調査 

 18物質を調査対象物質とし、水質51地点、生物11地点、大気35地点で調査

を実施した。 

 ・ 詳細環境調査 

 14物質を調査対象物質とし、水質83地点、底質23地点、生物12地点、大気

34地点で調査を実施した。 

 ・ モニタリング調査 

 12物質を調査対象物質とし、水質48地点、底質63地点、生物25地点、大

気37地点で調査を実施した。 

 ○ 平成25年度 

 ・ 初期環境調査 

 14物質を調査対象物質とし、水質46地点、大気34地点で調査を実施した。 

 ・ 詳細環境調査 

 7物質を調査対象物質とし、水質54地点、底質25地点、生物12地点、大気

21地点で調査を実施した。 

 ・ モニタリング調査 

 10物質を調査対象物質とし、水質48地点、底質63地点、生物25地点、大気

37地点で調査を実施した。 

     当該施策は昭和49年度より実施しており、調査の結果については化学物質審査

規制法や化学物質排出把握管理促進法の規制対象物質等を指定する際のばく露

評価基礎資料等として活用されているところである。今後も、各担当部署から

の調査要望物質について調査を行うとともに、ＰＯＰｓ条約の対象物質等の環

境中残留状況のモニタリングを実施し、状況の把握に努めていく。 

 

【化学物質の人へのばく露量モニタリング調査】（環境省） 

環境から人体に取り込まれて健康に影響を及ぼす可能性がある化学物質につい

ては、モニタリング調査により人体へのばく露量及び有害性を継続的に把握し、

環境リスク評価、リスク管理のための基礎情報を得る必要がある。このため、化

学物質が及ぼす人体への影響について対策を行うために、人体試料（血液及び

尿）及び食事におけるダイオキシン類を含む化学物質のモニタリング調査を実施

している。 

平成14年度から22年度まで、「ダイオキシン類をはじめとする化学物質の人へ

の蓄積量調査」を実施しており、平成23年度から、新たに「ダイオキシン類をは

じめとする化学物質への曝露量モニタリング調査」を開始した。平成23年度から

25年度までに各年３地域、合計９地域253人の住民の方々に人への蓄積性の高い物

質を中心に血液、尿、食事を採取し、ダイオキシン類、フッ素化合物、農薬系代

謝物、重金属などの化学物質の蓄積量等を調査した。なお、分析対象としている

化学物質は、国内外の情勢等を踏まえ、必要とされているものを対象としており、

有識者の意見を聴き、毎年度見直しを行っている。また、本調査の結果は、毎年



 

- 142 - 

 

度取りまとめ、報告書及びパンフレット（日本語版、英語版）を公表している。 

本調査を実施することにより、我が国における化学物質の人へのばく露状況が

把握され、懸念される物質の選定、リスク評価及びリスク管理対策の立案、健康

被害の未然防止、対策効果の把握を行うことができる。今後も引き続き、人への

蓄積性の高い物質を中心に、血液・尿・食事中のモニタリングを継続的に行うこ

とで、人への化学物質の蓄積状況と経年変化を総合的に解析するとともに、化学

物質が及ぼす人体への影響について、把握を行う。 

 

【化学物質排出把握管理促進法における排出量及び移動量の把握・公表】（経済産

業省、環境省） 

化学物質排出把握管理促進法においては、事業者による化学物質の自主的な管

理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止することを目的とし、相当

広範な地域の環境において継続して存すると認められ､かつ、人の健康を損なうお

それ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれのある化学物質（第一

種指定化学物質）について、事業者は環境への排出量や廃棄物に含まれての移動

量等の届出を行い、国はその集計結果及び届出対象外の排出量の推計値の集計結

果を公表する。 

当該施策は、平成13年度把握分（平成14年度集計）から実施しており、法律に

基づき、届出された前年度分の排出量・移動量を集計するとともに、届出対象外

となる排出量（届出外排出量）について推計し、併せて公表している。 

○ 平成24年度は、平成23年度把握分の集計・公表を実施した。届出事業所数

36,807、総排出量17万４千トン、総移動量22万５千トン、総排出量・移動量

（合計）40万トンであった。 

○ 平成25年度は、平成24年度把握分の集計・公表を実施した。届出事業所数

36,504、総排出量16万２千トン、総移動量21万９千トン、総排出量・移動量

（合計）38万１千トンであった。 

○ 平成25年度の結果を、現行の届出要件（取扱量）による届出が開始された

初年度（平成15年度）と比較すると、総排出量・移動量は14万７千トン（▲

27.8％）減少し、平成20年度の対象物質の見直し前後で、継続して指定され

ている第一種指定化学物質（継続物質）の排出量・移動量は16万５千トン

（▲32.5％）減少した。経年的には減少傾向にある。 

当該施策は、平成13年度把握分（平成14年度集計）から実施しており、平成20年

度からは個別事業所の全データを公表しているが、集計・公表については、着実に

実施し、かつ、事業者の排出量・移動量も減少傾向にある。今後とも、必要に応じ

見直しの可能性について検討しつつ、着実に集計・公表を実施していく予定である。 

 

【大気環境の常時監視】（環境省） 

大気環境については、「大気汚染防止法」（昭和43年法律第97号）第22条に基

づき、都道府県及び大気汚染防止法上の政令市では大気汚染の常時監視を実施し

ており、国においても大気汚染物質モニタリングを昭和40年代以降実施している。
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また、全国の大気汚染状況を取りまとめ公表を行っている。 

本施策は大気環境中の大気汚染物質をモニタリング・公表し、大気汚染に係る

環境基準等の達成状況の改善を図り、大気環境を保全することを目的とする。地

方公共団体及び国が実施した大気汚染物質モニタリングの調査結果を環境省ホー

ムページで公表している。また、大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君）

により、全国の大気汚染状況等を１時間ごとに24時間提供している。 

平成24年度における監視結果は以下の通りであった。 

○ 二酸化硫黄（ＳＯ2）、二酸化窒素（ＮＯ2）、浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）に

ついては、環境基準がほぼ達成されている。一方、微小粒子状物質（ＰＭ

2.5）の環境基準達成率は約４割と低い状況にある。 

○ 光化学オキシダントについては、環境基準達成率は依然として極めて低い。 

○ ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン

については、環境基準がほぼ達成されている。 

平成25年度には、ＰＲＴＲデータ等を用いて排出量の多い発生源周辺を適切に監

視できるよう、大気汚染防止法第22条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視

に関する事務の処理基準を改正するとともに、「有害大気汚染物質モニタリング地

点選定ガイドライン」を策定し、有害大気汚染物質の大気環境モニタリングの効率

化を図っている。 

今後も引き続き、地方公共団体等と連携の上、大気環境モニタリングの実施及び

結果の公表を行う。 

  

【水環境の常時監視】（環境省） 

公共用水域の水質については、「水質汚濁防止法」（昭和45年法律第138号）の

規定に基づき、水質汚濁に係る環境基準が定められている項目を中心に、各都道

府県が毎年定める測定計画に従って、都道府県、水質汚濁防止法政令市及び国

（１級河川のうち国が管理するもの）が常時監視として測定を実施し、その結果

は都道府県知事により公表されている。 

なお、都道府県知事は、測定結果を環境大臣に報告することになっている。環

境省では、水質関連システムを構築してその結果を取りまとめ、全国的な水質の

状況を把握するとともに、今後の水環境行政の円滑な推進に資することを目的に、

公表している。 

平成25年度は、「平成24年度公共用水域水質測定結果について（お知らせ）<25

年12月24日>」により、公表を行った。その結果は、以下の通りであった。 

○ 健康項目 

・ 27項目の環境基準達成率は、99.0％（前年度98.9％） 

○ 生活環境項目（水生生物の保全） 

・ 全亜鉛の類型指定水域※（739水域）の環境基準達成率は、98.6％（前年

度723水域、98.1％） 

・ ノニルフェノールの類型指定水域（45水域）の環境基準達成率は、100％

（平成24年度より測定） 
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平成26年度においても引き続き、都道府県、水質汚濁防止法政令市及び国によ

り実施された常時観測結果について、報告を受け取りまとめ、公表する予定であ

る。 

※ 類型指定：生活環境項目は、河川、湖沼、海域ごとに利用目的に応じた類型を設け、水域ごとにそれぞれ

の類型を当てはめることとしている。 

 

【地下水質の常時監視】（環境省） 

地下水の水質については、水質汚濁防止法の規定に基づき、地下水の水質汚濁

に係る環境基準が定められている項目を中心に、各都道府県が毎年定める測定計

画に従って、都道府県、水質汚濁防止法政令市が常時監視として測定を実施し、

その結果は都道府県知事により公表されている。 

なお、都道府県知事は、測定結果を環境大臣に報告することになっている。環

境省では、水質関連システムを構築してその結果を取りまとめ、全国的な地下水

質の状況を把握するとともに、今後の水環境行政の円滑な推進に資することを目

的に、公表している。 

平成25年度は、「平成24年度地下水質測定結果について（お知らせ）<26年3月

31日>」により、公表を行った。その概要は以下のとおりであり、こうした結果に

基づき、汚染（基準超過）への対策が行われている。 

○ 概況調査の結果、24年度は6.1％の地点（井戸）で環境基準を超過（前年度

5.9％）。 

○ 発見された汚染について、その範囲を確認するため汚染井戸周辺地区調査

を実施。24年度の井戸数は1,245本（前年度1,520本）。 

○ 汚染が確認された地域については、継続監視調査を実施。24年度の井戸数

は4,545本（前年度4,613本）。 

平成26年度においても引き続き、都道府県、水質汚濁防止法政令市及び国により

実施された常時観測結果について、報告を受け取りまとめ、公表する予定である。 

 

＜目標値等の設定に関する取組＞ 

【大気汚染に係る環境基準等の設定・改定等に資する調査検討】（環境省） 

大気汚染に係る環境基準として、人の健康の保護に関する観点から、10物質

（ダイオキシン類を除く。）が定められている。また、環境中の有害大気汚染物

質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）が９物質につ

いて定められている。 

環境基準については常に適切な科学的判断が加えられなければならないことか

ら、既に環境基準等が設定された物質等についても、科学的知見の充実を継続的

に進め、必要な検討を行う。また、環境基準又は指針値（以下「環境基準等」と

いう。）が設定されていない物質については、その設定に向けた科学的知見の収

集・整理を進める。 

平成24年度及び平成25年度は、諸外国及び国際機関等における大気環境基準等

の設定・改定など大気保全政策の動向に関する最新の情報及び大気汚染に係る環 
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境基準等が未設定の物質や既に環境基準等が設定されている物質について、人の

健康影響に関する情報の収集・整理を引き続き進めた。このうち、マンガン及び

その化合物に係る健康リスク評価については、平成24年度より中央環境審議会の

専門委員会における検討を開始し、平成26年３月に取りまとめた報告書に基づき、

同年４月に指針値を設定した。また、有害大気汚染物質に関して得られる科学的

知見に制約がある場合の有害性等評価手法についても、平成24年度より中央環境

審議会の専門委員会において検討を実施し、平成26年３月に取りまとめた報告書

に基づき、同年４月に必要な改定を行った。 

今後は、大気汚染に係る環境基準等の設定等に資する情報収集・整理やリスク

評価手法に関する検討を継続的に実施し、環境基準等の設定等を進める。 

 

【水質環境基準等の見直し】（環境省） 

環境基本法に基づく環境基準については、現在、公共用水域の水質汚濁に係る

人の健康の保護に関する環境基準は27項目、水質汚濁に係る生活環境保全に関す

る環境基準のうち、水生生物保全に係る環境基準は、３項目が定められている。

また、地下水の水質汚濁に係る環境基準については、28項目が定められている。 

公共用水域における検出状況等からみて、直ちに環境基準とせず、引き続き公

共用水域の検出状況など知見の集積に努めるべきものを要監視項目と定めている。 

個別物質ごとの「水環境リスク」は比較的大きくない、又は不明であるが、環

境中での検出状況や複合影響等の観点からみて、「水環境リスク」に関する知見

の集積が必要な物質として要調査項目を策定している。 

環境基準項目及びその基準値、要監視項目及びその指針値については、常に適

切な科学的判断が加えられ必要な改訂を行う必要があり、必要な追加・見直し作

業を継続して行う。また、要調査項目については、知見の集積に努め、柔軟に見

直しを行う。 

○ 平成24年度は、ノニルフェノール、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及び

その塩を水生生物保全に係る環境基準に、4-t-オクチルフェノール等３項目

を要監視項目に定めた。 

○ 平成25年度は、トリクロロエチレンに係る公共用水域及び地下水の環境基

準値の見直しについて、中央環境審議会水環境部会環境基準健康項目専門委

員会において、0.03mg/Lから0.01mg/Lに見直す報告が取りまとめられ、平成

26年９月に答申がなされた。これに基づき、平成26年11月にトリクロロエチ

レンの公共用水域の水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準及び地

下水の水質汚濁に係る環境基準を見直した。また、要調査項目の改訂を行い、

新たに208項目を選定した。 

今後も、新たな科学的知見に基づいて必要な見直し作業を継続的に行う。 

 

【土壌環境基準等の見直し】（環境省） 

土壌に関する環境基準は、人の健康を保護及び生活環境を保全する上で維持す

ることが望ましい基準であり、土壌の汚染状態の有無を判断する基準として、ま

た、汚染土壌に係る改善対策を講ずる際の目標となる基準として27項目が定めら

れている。 

土壌環境基準は、既往の知見や関連する諸基準に即して、設定可能なものにつ
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いて設定するとの考え方に基づき、水質環境基準、地下水環境基準等に則して設

定している。平成21年から平成23年に1,4-ジオキサン等の水質環境基準及び地下

水環境基準の項目の追加及び基準値の変更が行われた。これらを踏まえ、土壌環

境基準を見直している。 

平成25年度は、平成25年12月の中央環境審議会土壌農薬部会土壌環境基準小委

員会における1,1-ジクロロエチレンの土壌環境基準の見直しについての審議を踏

まえ、平成26年３月に答申がなされた。これに基づき、平成26年３月に1,1-ジク

ロロエチレンの土壌環境基準を見直した。 

平成26年度以降、諮問された他の物質についても、土壌環境基準及び「土壌汚

染対策法」（平成14年法律第53号）に基づく特定有害物質の見直し等について検

討する。 

 

ｂ）リスク評価の効率化等に向けた新たな手法の開発・活用 

 

現状 

 

リスク評価の手法については、ＯＥＣＤ等の枠組みで国際連携を図りつつ、定量

的構造活性相関（ＱＳＡＲ）及びトキシコゲノミクス等の新たな手法、農薬の環境影

響をより的確に評価するための新たなリスク評価手法の開発が進められている。 

 

取組状況 

 

＜リスク評価の効率化等の取組＞ 

【ＱＳＡＲ・トキシコゲノミクス等の開発・活用】（厚生労働省、経済産業省、環

境省） 

 ○ ＱＳＡＲ等を利用した健康影響評価システムの開発 

 平成21年の化学物質審査規制法改正を受けて、未だ評価されていない多くの

化学物質の安全性評価を早急に実施する必要があり、国際協調を図りつつ、

2020年までに化学物質の安全性について網羅的に把握することが化学物質管理

における重要な政策課題となっている。このため、化学物質の総合的な評価を

加速し、国際的な化学物質管理の取組に貢献するために、ＱＳＡＲ やカテゴ

リーアプローチ等の予測的な評価方法の開発など、化学物質の効率的で精度の

高い評価手法の開発の研究を推進することとしている。具体的には以下の取組

を実施している。 

 ・ 経気道ばく露に関する有害性評価法をより迅速化、定量化、高精度化

させるための総合的かつ安定的な評価システムの開発を実施している。

平成24年度及び平成25年度は、キシレン及びパラジクロロベンゼンを例

に、脳サンプルを用いた網羅的遺伝子発現解析手法により、その中枢影

響を予測することが可能か検証を行った。 
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 ・ トキシコゲノミクスなどの情報解析技術を活用し、実験動物に投与し

た際の遺伝子発現特性や代謝物質を網羅的に解析する化学物質の健康影響

評価、又はＱＳＡＲ による化学物質の健康影響評価に資するシステムの

開発に関する研究を実施している。平成24年度及び平成25年度は、Ames試

験の予測精度の向上を目指し、多くの化合物についてデータベース化等を

進めた。 

 ・ 化学物質の有害性評価を高度化し、迅速で効率的な試験の実施のため

に、化学物質の有害性を確認する際に主要な臓器である肝臓、腎臓の一

般毒性及び発がん性の発現可能性に関して、毒性試験に供した実験動物

から得られる遺伝子変動データを活用し、予兆的な情報を得る手法の開

発を実施している。当該事業は平成23年度から５年計画の事業であり、 

平成24年度は、遺伝子データ取得・解析のため、動物試験のフィージビ

リティ試験を行い、平成25年度は、毒性判定方法のプロトタイプを作成

した。  

本事業は、化学物質を利用する上でヒト健康への影響を最小限に抑える目

的で行う種々の行政施策の科学的基盤として、国民生活の安全確保に大いに

寄与する不可欠な事業であり、今後も引き続き実施する。 

 ○ 生態毒性予測システム 

 環境省では、独立行政法人国立環境研究所とともに「生態毒性予測システ

ム」（通称：ＫＡＴＥ）の研究・開発を実施している。ＫＡＴＥは、化学物質

の構造式等を入力することにより、魚類急性毒性試験の半数致死濃度及びミジ

ンコ遊泳阻害試験の半数影響濃度の予測が可能なシステムである。また、化学

物質管理に携わる事業者が、生態への毒性影響が明らかではない化学物質につ

いて予測を行うことで、その情報を基に当該物質の適切な取扱いや管理方策を

検討する際の参考として活用可能である。 

 ・ 平成20年１月に試用版（ＫＡＴＥ Ver1.0）を公開し、さらに、平成23

年３月に「ＫＡＴＥ2011」を公開した。 

 ・ ３省合同審議会における新規化学物質の審査の参考資料としてＫＡＴ

Ｅ等の結果を配付した。 

 

【化学物質審査規制法の枠組における、ライフサイクルの全段階を考慮したスクリ

ーニング・リスク評価手法】（厚生労働省、経済産業省、環境省） 

化学物質のライフサイクル全体でのリスク管理を行うため、化学物質の製造、

調合、使用段階だけでなく、化学物質を含む製品の長期使用段階や廃棄段階まで

含めたライフサイクル全体を考慮したスクリーニング評価、リスク評価を行う必

要がある。このため、ライフサイクル全体を考慮した評価を可能とする手法の開

発について調査検討を行っている。 

 

【農薬に係るリスク評価等の推進、評価手法高度化等の検討】（環境省） 

    農薬については、水産動植物以外の生物や個体群、生態系全体を対象とした新た
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なリスク評価・管理手法等の開発を目指し、諸外国及び他法令における取組の情

報を収集しているほか、以下の３つの取組を推進している。 

○ 鳥類の農薬リスク評価・管理手法マニュアルの作成 

農薬による陸域生態系への影響について、リスク評価・管理の手法を確立

するため、検討を行ってきた。その検討結果を踏まえて、平成25年、農薬メ

ーカーが、農薬の開発段階から鳥類への農薬の影響に適切に配慮した自主的

取組を行えるよう、「鳥類の農薬リスク評価・管理手法マニュアル」を作成

した。 

○ 生物多様性に配慮した農薬及びその使用方法の選択に関するツール開発 

現在の農薬リスク評価では、魚類、藻類、甲殻類の３点で試験をしている

が、例えばミジンコの試験種は我が国の在来種では無いなど、我が国の生態

系保全の観点からは課題がある。そこで、地域固有の生物群集への農薬の影

響を評価することができるメソコズム試験法の開発を推進し、平成25年度ま

でにベースとなる試験法の案を作成し各地域において実証試験が実施できる

段階まで進捗した。 

本取組は、各地域固有の生物多様性により影響が少ない農薬の選択等を可

能とするツールを開発し、それが活用されることを目指しており、試験法確

立後は、その普及を推進する。 

○ 統計学的手法を用いた水域生態系へのリスク評価手法確立 

現在の農薬登録制度では、農薬の水域生態系への影響について、３種の毒

性試験及び標準的な環境モデルによりリスク評価を実施しているが、生態系

全体を考慮するには課題がある。また、標準的な環境モデルで考慮しきれな

い地域差なども取り入れた環境中予測濃度の精度向上も課題となっている。

本取組は、農薬の生態系への影響について統計学的手法を用いた水域生態系

全体への定量的なリスク評価手法の確立を目指すものである。 

平成25年度までに、環境中予測濃度の地域的な変動性を推定するとともに、

種の感受性分布の解析を行った。 

また、５種の付着藻類の毒性試験を一度に実施可能な方法を開発した。 

今後、本リスク評価手法の確立に向けて取組を推進するとともに、農薬のリス

ク評価にどう活用するか検討する。 

 

＜その他の取組＞ 

【化学物質の安全管理に関する公開シンポジウムの開催】（内閣府、厚生労働省、

経済産業省、国土交通省、環境省） 

本シンポジウムは、新しい化学物質等のリスク評価・管理に関して、各府省・

各機関で取り組んでいる研究開発課題の最新研究成果を情報共有し、かつ地方公

共団体担当者、民間事業者、さらには一般市民へも情報提供・広報する目的で平

成22年度より開催されている。 

平成24年度は「政策におけるリスク評価の利用とさらなる活用に向けた課題」、

平成25年度は「化学物質のリスク評価の最新動向と今後の課題」をテーマとし、
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行政関係、公益法人、研究者、民間会社から参加者を得て、成果発表、講演、意

見交換が行われた。 

平成26年度、平成27年度も、本シンポジウムを継続して開催する予定である。 

 

ｃ）予防的取組方法を踏まえた未解明の問題への対応 

 

現状 

 

国民の安全・安心の確保のためには、予防的な視点から、未解明の問題に対応し

ていくことが必要である。このため、化学物質の内分泌かく乱作用の評価手法の確立

や、ナノ材料（ナノマテリアル）に係る各種ガイドラインの策定と評価手法の確立の

ための取組、子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）などを進めてい

る。 

また、化学物質に対する国民の不安に対処するため、未解明の問題への対応状況

等に関する情報を含め、化学物質の環境リスクに関する情報を分かりやすく提供し、

リスクコミュニケーションの一層の推進を図っている。 

化学物質の内分泌かく乱作用については、科学的なリスク評価を最終的な目標と

したプログラムとして、平成10年（1998年）よりＳＰＥＥＤ’98、平成17年（2005

年）よりＥｘＴＥＮＤ2005、平成22年（2010年）よりＥｘＴＥＮＤ2010をそれぞれ実

施中している。内分泌かく乱作用の可能性が指摘されている候補物質におけるリスク

評価に向けた検討状況を図表Ⅲ－７－６に示す。信頼性評価を実施した物質数は、平

成25年時点で計79物質であり、その内35物質について第１段階試験管内試験を、６物

質について第１段階生物試験をそれぞれ実施している。これまで、本事業では開発し

たいくつかの試験法（ＯＥＣＤ ＴＧ229魚類短期繁殖試験におけるメダカの試験法、

ＯＥＣＤ ＴＧ230魚類21日間スクリーニング試験など）がＯＥＣＤテストガイドライ

ンに採用されるといった成果を上げている。その試験法を元に、これまで６物質につ

いて内分泌系に対する影響の有無を確認するための第１段階生物試験を実施しており、

リスク評価に向けた知見が収集されつつある。一方で、第２段階生物試験等について

は、未だに試験法が確立していないものがあることから、毒性について最終的な評価

が完了した物質は存在していない。 
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図表Ⅲ－７－６．内分泌かく乱物質に関する信頼性評価等が実施された物質数の推移 
区分 ＥｘＴＥＮＤ2005 ＥｘＴＥＮＤ2010  

年度 2008(H20) 2009(H21) 2010(H22) 2011(H23) 2012(H24) 2013(H25) 合計 

信頼性評価

（注１） 

選定 12 15 13 23 22 22 107 

実施 10 17 13 8 23 8 79 

 試験対象となり

得る物質  

 

7 
 

 

11 
 

 

7 
 

 

5 
 

 

13 
 

 

8 

 

 

51 

試験対象としな

い物質 
3 6 6 3 10 

0 
28 

第１段階 （注２） 

試験管内試験（注

３） 

選定 － － 6 11 13 5 35 

実施 － － 
6 11 12 

6 
35 

第１段階 

生物試験 （注４） 

選定 － － － 10 4 － 14 

実施 － － － 3 3 － 6 

第１段階評価 実施 － － － － － － － 

第２段階 （注５） 

生物試験 

実施 － － － － － － 
－ 

有害性評価 実施 － － － － － － － 

注１ 環境中から検出された化学物質について文献調査で得られた知見の信頼性を評価し、何を試験対象とするかを検

討する。 

注２ 内分泌系に対する作用の有無を確認する段階。 

注３ 試験管内で内分泌系に対して反応しうるかどうかを確認する試験。 

注４ 実際の生物として内分泌系に対して影響があるかどうかを確認する試験。 

注５ 有害性の有無を確認する段階。 

出典）「平成 25 年度 第２回 ＥｘＴＥＮＤ2010 作用・影響評価検討部会 資料２-１ 生態影響評価のための第１段階

試験に係るこれまでの検討状況と平成 25 年度の予定について」（環境省、2014.3.4.）一部修正 

 

取組状況 

 

＜疫学研究の実施＞ 

【子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）】（環境省） 

近年、子どもたちの間で、ぜん息などのアレルギー疾患、先天異常、小児肥満、

自閉症や学習困難などの心身の異常が年々増加していることが報告されている。

その原因として、環境中の化学物質などの影響が指摘されており、国際的な懸念

を伴っている。本調査は、10万組の親子を対象とし、生まれてくる子どもたちの

健康を13歳に達するまで追跡する大規模疫学調査であり、子どもの発育に影響を

与える化学物質や生活環境を明らかにすることで、次世代育成に係る健全な環境

の実現を目的とする。 

本調査は、平成19年（2007年）10月から「小児環境保健疫学調査に関する検討

会」において検討を行い、平成20年（2008年）からパイロット調査として、実際

に参加者の登録をし、血液などの生体試料の採取や分析を開始した。平成22年

（2010年）度から本調査を開始し、３年間（平成23年１月24日から平成26年３月

31日）をリクルート期間とし、平成26年３月20日に参加者登録数の目標である10

万人を達成した。 

今後は、追跡調査を本格化するとともに、全国調査10万人の中から抽出された

５千人程度を対象とし、面談調査や環境測定を実施する詳細調査を実施すること

としている。本調査を通して、子どもの発育に影響を与える化学物質や生活環境

を明らかにし、子ども特有のばく露や子どもの脆弱性を考慮した環境リスク評価

を行い、その結果を環境リスク管理に適正に反映させることで、次世代育成に係

る健全な環境を実現していく。
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＜評価技術・手法の検討＞ 

【内分泌かく乱作用のリスク評価手法の検討】（経済産業省、環境省） 

 ○ ヒトへの健康影響の評価手法の確立 

化学物質のヒト健康への内分泌かく乱作用については、国内外の内分泌かく

乱物質に関する試験法について調査すると共に、評価手法の開発を行っている。

化学物質の新規安全性評価手法の一つであるホルモン活性の懸念される化学物

質を効率的にスクリーニングする方法（女性ホルモン（ＥＲ）あるいは男性ホ

ルモン（ＡＲ）受容体を標的とする結合試験及びレポーター遺伝子アッセイ手

法）のＯＥＣＤテストガイドライン化に必要な対応を実施する。 

・ 平成24年度は、開発した試験法を複数機関で検証するための準備とし

て、他機関への技術支援を行った。 

・ 平成25年度は、ＯＥＣＤ専門家会議の指摘に対応するための追加試験

を実施した。 

今後は、ＯＥＣＤテストガイドライン化を目指し、検証報告書の作成とＯ

ＥＣＤ専門家会議への対応等、必要な対応を行っていく。また、今後も、必

要な評価手法の開発を行っていく。 

 ○ 生態影響の評価手法の確立 

化学物質が環境へ及ぼす内分泌かく乱作用の影響については、平成10年

（1998年）より評価の検討が開始された。現在は、平成22年（2010年）に作ら

れたＥｘＴＥＮＤ2010の下で、化学物質の内分泌かく乱作用が生物に及ぼす影

響を評価する枠組みを構築した上で、有害性評価を行うことを目的として、こ

れに必要となる試験法の開発、整備を進めるとともに、環境中で検出された物

質について、順次知見を集め、必要に応じて試験を実施している。 

・ 平成24年度は、試験管内試験や生物試験の対象となった43の物質のう

ち、試験が行われていない12物質を対象に評価作業を進めた。 

・ 平成25年度は、試験管内試験や生物試験の対象となった51の物質のう

ち、試験が行われていない６物質を対象に評価作業を進めた。 

上記成果を含みＥｘＴＥＮＤ2010では、目標としている100物質のうち、こ

れまで85物質を信頼性評価の対象として選定し、71物質について信頼性評価、

29物質について試験管内試験、６物質について生物実験を実施してきた。また、

３つの作用について試験法を確立した。今後は、リスク評価を進めるために不

可欠な魚類、無脊椎動物等に対する長期試験法の開発を進める。 

 

【化学物質複合影響評価等調査費】（環境省） 

化学物質のリスク評価は、これまで個々の物質ごとに行われてきたが、実際の

環境中では複数の化学物質の同時ばく露による影響（複合影響）について考慮す

る必要があることから、諸外国では一部、評価手法に係る検討が始められている。

これらを踏まえた化学物質の複合影響に関する知見の収集及び対応策の検討を行

うことを目的とする。 

○ 平成24年度は、複合影響に関する概念整理を行うとともに、ＷＨＯ／国際
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化学物質安全性計画（ＩＰＣＳ）が提案するフレームワークの生態リスク評

価への適用を検討した。アルキルフェノール類２物質を対象として、魚類に

対する同時ばく露試験を行った。 

○ 平成25年度は、化学物質の環境中の検出状況を考慮して、ＷＨＯ／ＩＰＣ

Ｓフレームワークの生態リスク評価への適用可能性の検討を行うとともに、

藻類に対する同時ばく露試験を行った。欧米における検討動向に関する情報

を収集しつつ、複合影響評価ガイダンス（試案）に盛り込むべき項目を検討

した。 

化学物質の複合影響については、欧米で関心が高まり、規制の枠組みにもとり

入れられつつあるが、評価手法には未確立の部分が多い。今後は、複合影響評価

に関する基本的な考え方を整理するため、枠組みの構築及びガイダンスの作成を

進めるとともに、複合影響評価を具体的に進めるため、検討対象物質群ごとに作

用メカニズム等の詳細な検討を実施する。 

 

【ナノ材料のリスク評価手法の検討】（厚生労働省、経済産業省、環境省） 

 ○ ナノ材料の有害性調査等 

ナノ材料については、様々な製品への利用が拡大しているものの、人の健康

への影響を評価するための必要十分なデータが得られる状況には至っていな

い。また、国際的にも、ナノ材料の安全性評価が課題と認識されており、ＯＥ

ＣＤ において代表的ナノ材料の有害性情報等を収集するプログラムが国際協

力の下進められていること等から、国際貢献を念頭に置きつつ、以下の取組を

実施している。 

・ 産業現場で使用されるナノ材料の有害性調査のため、平成 26 年度まで

の予定で吸入による長期がん原性試験を実施している。 

・ 産業利用を目的として意図的に生成、製造されるナノ材料及びナノマテ

リアル利用製品について、有害性評価手法を開発し、ナノ材料の有害性情

報等の集積に資する研究を平成 16 年度から実施している。 

今後は、長期がん原性試験の結果に応じて、労働現場における健康障害防止

対策を検討していくとともに、有害性評価手法の開発については、ナノ材料の

安全性の観点からの社会的な受容に根ざした開発を推進するために、毒性発現

のメカニズムの解明と並行した安全性試験手法の開発を引き続き推進する。 

 ○ ナノ材料のリスク評価手法の確立と評価 

ナノ材料は、同一の物質であっても粒子の大きさや形状が異なる多種多様な

材料が存在しており、それらの材料毎に有害性が異なると見られていることか

ら、ナノ材料の安全性評価手法体系の開発を実施している。具体的には、ナノ

材料有害性の同等性に関する判断基準の確立、初期有害性情報を得るための低

コスト・簡便な気管内投与試験法の確立を目指す。 

・ 平成 24 年度は、既存情報の豊富なナノ材料で同等性判断基準、初期有

害性評価技術に関する試験を実施した。 

・ 平成 25 年度は、効率的な安全性評価手法の暫定案を取りまとめた。 
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平成 26 年度は、平成 25 年度までの成果をもとに、物理化学性状が異なる

ナノ材料について試験を実施する予定である。 

 ○ ナノ材料の環境影響未然防止方策検討事業 

ナノ材料は急速な技術開発により、環境中への排出量が増加すると見込まれ

ており、諸外国でも健康や環境に対する悪影響に強い関心をもって検討が行わ

れている。そういった状況を踏まえて、環境中へのナノ材料の排出によるリス

ク評価を行うことを目的としている。 

・ 平成 24 年度は、ナノ材料へのばく露経路を特定し、一般大気環境中で

の挙動の測定手法の確立に向けた実証実験実施計画を策定した。また、ナ

ノ材料の水生環境有害性に関する文献調査・収集を実施した。 

・ 平成 25 年度は、ナノ材料の一般大気環境中での挙動の測定手法確立の

ため実証試験を実施し、測定手法の検証を行った。また、ナノ材料の水生

環境有害性に関する文献の調査・収集、及び信頼性評価を実施した。 

本調査の実施を通じて、環境行政として注目すべき、ナノ材料の環境中挙動

及び生態毒性に関する知見が整理され、環境行政としての対応の必要性に関す

る判断材料が得られることが期待される。今後は、水中の存在形態や毒性を把

握するための試験法は、ＯＥＣＤにおいて検討が開始されたことから、その成

果の活用を図るとともに、環境中への排出を抑制方策も含め、引き続き環境中

ナノ材料による環境影響等について検討する。 

 

【環境中の微量な化学物質による影響の評価】（環境省） 

環境中の微量な化学物質による健康影響については、多様な症状の誘発や増悪

を訴える患者があるものの、その病態や発症メカニズムについては不明な点が多い

ことから、それらの解明を行うことを目的とする。 

○ 平成24年度は、病態生理学、心身医学的解析や遺伝子解析のための診療デ

ータの収集、整理を実施した。 

○ 平成25年度は、健康影響評価のための診療データの収集、整理及び客観的

診断方法の検討を実施した。 

微量な化学物質の影響については、病態生理学、心身医学など様々な観点から

検討が行われており、一部については化学物質との関係性が疑われる結果がでてき

ている。 
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重点検討項目②：ライフサイクル全体のリスクの削減 

 

化学物質による環境を通じた人の健康や生態系に悪影響を及ぼす可能性（環境リスク）

をトータルで削減していくためには、化学物質の製造・輸入・加工、化学物質又は化学物

質を使用した製品の使用、リサイクル、廃棄に至るライフサイクルの各段階において、

様々な対策手法を組み合わせた包括的なアプローチを戦略的に推進することが重要となる。 

このような観点から、以下のａ）からｄ）の項目について、関係行政機関の取組状況を

確認した。 

 

ａ）化学物質の製造・輸入・使用段階での規制の適切な実施や、事業者の取組の促進 

ｂ）化学物質の環境への排出・廃棄・リサイクル段階での対策の実施 

ｃ）過去に製造された有害化学物質や汚染土壌・底質等の負の遺産への対応 

ｄ）事故等への対応 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

 

ライフサイクル全体のリスクの削減のため、製造・輸入・使用・環境への排出・リサ

イクル・廃棄のあらゆる段階において、規制等適切な手法を組み合わせて対応していく

ことで、リスクの低減措置を一層推進し、化学物質のライフサイクル全体のリスクを削

減していく必要がある。 

 

（２）現状と取組状況 

 

国は、人材育成や各種支援策を通じて、国民、ＮＧＯ・ＮＰＯ、事業者及び地方公共

団体の取組の基盤を整備するとともに、環境リスク低減のための制度の構築・運用に取

り組む必要がある。具体的には、化学物質の製造・輸入・使用から排出、廃棄にいたる

ライフサイクル全般を通じて各種法令による規制や事業者による管理を促進し、過去に

製造された有害化学物質や汚染土壌への対策、事故時の対応を進める必要がある。 

 

ａ）化学物質の製造・輸入・使用段階での規制の適切な実施や、事業者の取組の促進※ 

 

 

 

現状 

 

一般用途（工業用）の化学物質及び農薬の製造・輸入・使用については、それぞ

れ化学物質審査規制法及び農薬取締法により規制措置を講じてきている。前述のとお

り、平成21年には化学物質審査規制法が一部改正され、既存化学物質も含めた包括的

管理制度が平成23年度より導入された。 



 

- 155 - 

 

化学物質審査規制法における一般化学物質、優先評価化学物質及び監視化学物質

について届出られた製造・輸入の実績数量分布を図表Ⅲ－７－７に示す。また、農薬

取締法における農薬の出荷量の推移を図表Ⅲ－７－８に示す。 

 

図表Ⅲ－７－７．化学物質審査規制法における一般化学物質、優先評価化学物質及び監視 

        化学物質について届出られた製造・輸入の実績数量分布 

（一般化学物質） 

4,307 

1,614 
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248 59 13 
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注 年間１トン以上製造・輸入した事業者に対し、その数量の届出義務が課されている。図表は、合計数量を

横軸に示し、各分布に該当する物質数を縦軸に示したもの。 

 

（優先評価化学物質） 
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注 年間１トン以上製造・輸入した事業者に対し、その数量の届出義務が課されており、毎年度、製造・輸入

数量の合計値が 100 トン以上の優先評価化学物質については、当該合計数量を公表することとしている。図

表は、合計数量を横軸に示し、各分布に該当する物質数を縦軸に示したもの。 

（物質数） 

（製造・輸入数量(トン)） 

（物質数） 

（製造・輸入数量(トン)） 
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（監視化学物質） 
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注 年間１キログラム以上製造・輸入した事業者に対し、その数量の届出義務が課されており、毎年度、製

造・輸入数量の合計値が１トン以上の監視化学物質については、当該合計数量を公表することとしている。

図表は、合計数量を横軸に示し、各分布に該当する物質数を縦軸に示したもの。 

出典）経済産業省の公表資料より環境省作成 

 

 

図表Ⅲ－７－８．農薬の出荷量の推移（平成元～24 年農薬年度） 

 

出典：農林水産省ウェブサイト（http://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/） 

 

化学物質審査規制法における新規化学物質の届出件数は図表Ⅲ－７－９のとおり

である。約 40 年間の推移をみると、長期的には増加傾向で推移している。 

（物質数） 

（製造・輸入数量(トン)） 

http://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_info/
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図表Ⅲ－７－９．新規化学物質届出件数の推移 
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注１ 低生産量新規化学物質：全国の製造輸入数量が一年度あたり 10 トン以下の新規化学物質であり、分解

度試験及び濃縮度試験の審査を受ける必要がある。 

注２ 少量新規化学物質：全国の製造輸入数量が一年度当たり１トン以下の新規化学物質。届出に当たり、有

害性情報等の提出を不要としている。 

出典）（通常新規・低生産量新規）経済産業省ウェブサイト 

（http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/sekou.html） 

（少量新規）環境統計集（http://www.env.go.jp/doc/toukei/index.html） 

 

化学物質審査規制法に基づく第一種特定化学物質の指定状況を図表Ⅲ－７－10に

示す。難分解性、高蓄積性及び長期毒性が判明した物質については、第一種特定化学

物質に指定され、製造、輸入、使用が原則禁止されることとなる。化学物質審査規制

法施行直後にＰＣＢが指定されて以降、逐次物質が追加指定され、合計30物質となっ

 （平成 23 年まで暦年、平成 24 年から年度） 
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ている。長期毒性をもち相当広範な地域の環境中に相当程度残留することによるリス

クが認められる物質については、第二種特定化学物質に指定されるが、第二種特定化

学物質の中で現在試験研究用以外で製造・輸入されている主な物質であるトリクロロ

エチレン、テトラクロロエチレン及び、四塩化炭素の出荷数量（輸出及び中間物向け

以外）を図表Ⅲ－７－11に示す。３物質全てについて、出荷数量は減少傾向にある。 

 

図表Ⅲ－７－10．第一種特定化学物質の指定物質数の推移 
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出典）環境省 

 

図表Ⅲ－７－11．第２種特定化学物質の出荷数量（輸出及び中間物向け以外）の推移 
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出典）経済産業省ウェブサイト

（http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/sekou.html） 
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取組状況 

 

＜規制の実施に関しての取組＞ 

【化学物質審査規制法における規制の実施】（厚生労働省、経済産業省、環境省） 

化学物質審査規制法では、人の健康及び生態系に影響を及ぼすおそれがある化

学物質による環境の汚染を防止することを目的とし、新規化学物質に関する審査

及び規制、上市後の化学物質に関する継続的な管理措置、化学物質の性状等に応

じた規制等を行う。ヘキサブロモシクロドデカン及びエンドスルファンについて

は、平成 26 年３月に化学物質審査規制法施行令を改正し、平成 26 年５月１日付

けで第一種特定化学物質に指定し、製造・輸入等を原則禁止とした。同法の施行

状況は以下のとおり。 

○ 新規化学物質の届出・申出件数 

・ 平成 24 年度の新規化学物質の届出件数は 702 件 

・ 平成 24 年度の少量新規化学物質の申出件数は 31,672 件 

○ 規制対象物質等の指定状況（平成 26 年 10 月 1 日現在） 

・ 第一種特定化学物質：30（ＰＣＢ等） 

・ 第二種特定化学物質：23（トリクロロエチレン等） 

・ 監視化学物質：37（酸化水銀（Ⅱ）等） 

・ 優先評価化学物質：164（フェノール、ベンゼン等） 

今後は、引き続き、化学物質審査規制法に基づき適切な化学物質規制を実施す

る。 

 

【農薬取締法における規制等の実施】（農林水産省、環境省） 

○ 登録保留基準の設定 

（Ｐ138 の再掲のため、内容は省略） 

○ モニタリングの実施 

（Ｐ139 の再掲のため、内容は省略） 

○ 農薬の使用基準の設定と適正使用指導の推進 

農薬は、定められた使用方法で使用した場合に、病害虫防除等の効果がなけ

ればならないことはもちろんであるが、人の健康や環境、有用生物への悪影響

が生じないかについても審査した上で登録している。また、人の健康や環境へ

の悪影響を防止するためには、農薬の使用に当たって、定められた使用方法等

を遵守する必要があることから、「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定め

る省令」（平成 15 年農林水産省・環境省令）を定め、適用農作物等の範囲、農

薬の使用量、回数、使用時期等の使用基準の遵守等を義務づけるとともに、農

薬危害防止運動等を通じて、農薬の適正使用の指導を推進している。具体的に

は、以下の取組を実施している。 

・ 農薬登録に際し、毒性、水質汚濁性、水産動植物への影響、残留性等に

ついて厳格に審査するとともに、農薬ごとに使用方法等を定め、その遵守

の徹底を図っている。 
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・ 農薬の安全かつ適正な使用、使用中の事故防止、環境に配慮した農薬の

使用等を推進するため、平成 24～25 年の６月から８月までの３か月間、農

薬危害防止運動を実施した（平成 26 年度も実施）。 

・ 公園等の公共施設の植物、街路樹や住宅地に近接する農地及び森林等

（住宅地等）において農薬を使用する際、農薬の飛散を原因とする住民等

の健康被害が生じないよう、住宅地等における農薬使用時の農薬使用者の

遵守すべき事項を示した「住宅地等における農薬使用について」（農林水

産省及び環境省の局長連名通知）を平成 25 年４月に改正した。物理的防除

等による農薬使用回数及び量の削減や農薬の飛散の防止、幅広い事前周知

の実施等により周辺住民に対して配慮するなど、同通知に基づく指導を徹

底している。 

・ 環境省は、平成 25 年度に「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュア

ル」を改訂し、農薬の使用に伴う周辺への悪影響が生じないよう周知して

いる。 

・ 農林水産省は、平成 24～25 年度の消費・安全対策交付金により、農薬使

用者等への農薬の適正使用・管理の徹底に向けた取組、農薬の飛散・農産

物等への残留調査及び飛散防止技術等の効果を確認する取組を支援した

（平成 26 年度も支援を実施）。 

・ 環境省は、ゴルフ場において農薬が適正に使用され、水質汚濁を未然に

防止するため、暫定指導指針を定め、排水中の農薬濃度が指針値を超過し

ないよう指導している。さらに、実際に排水中の農薬濃度が指針値を超え

ていないか調査を実施した。平成 24 年度、平成 25 年度共に全国 24 か所に

おいて実施し、指針値の超過は見られなかった。 

今後は、引き続き農薬登録に際し厳格な審査を行いつつ、農薬危害防止運動

等を通じて、農薬の使用基準の遵守等、農薬の適正使用の指導を推進するほ

か、現行の使用規制が適切なものとなっているか知見の集積・検証に努める。 

  

【代替フロン等４ガスの総合的排出抑制対策】（経済産業省、環境省） 

（Ｐ71 の再掲のため、内容は省略） 

 

※ ライフサイクル全体のリスクの低減に関連する施策のうち本計画に含まれないものとして、以下の取組が挙げら

れる。 

○ 食品中の汚染物質対策 

食品中の汚染物質については、厚生労働省薬事・食品衛生審議会において、規格基準の設定に係る基本的な考

え方が示されている。具体的には、国際規格が定められている食品については、我が国でも規格基準の設定を検

討し、国際規格を採用すること、また、我が国の食料生産の実態等から国際規格を採用することが困難な場合

は、関係者に対し汚染物質の低減対策に係る技術開発の推進等について要請を行うとともに、必要に応じて関係

者と連携し、「合理的に達成可能な範囲でできる限り低く設定する」というＡＬＡＲＡ（As low as reasonably 

achievable）の原則に基づく適切な基準値又はガイドライン値等の設定を行うこと等としている。 

この考え方に基づき、厚生労働省では、米中のカドミウムに係る規格基準の見直しや、農林水産省及び環境省
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に対する農産物中のカドミウム低減対策の推進の要請、食品中のアフラトキシンに係る規制の見直し、妊婦への

魚介類の摂食と水銀に関する注意事項の周知等の措置を講じている。 

○ 食品の安全性の向上に向けた取組 

農林水産省は、消費者が求める「品質」と「安全」といったニーズに適った食品の生産体制への転換を図るた

め、「後始末より未然防止」の考え方に基づき、科学的根拠に基づいてリスク管理を行っている。 

食品の安全性の向上に向けたリスク管理のため、食品安全に関する情報を収集・分析し、優先的にリスク管理

の対象とする有害化学物質・有害微生物を決定した上で、農畜水産物・食品中の含有実態調査を行い、必要に応

じて低減対策を検討することとしている。 

○ 水道水の水質管理の取組 

 厚生労働省では、安全で良質な水道水の確保を図るため、水質管理を徹底し、最新の科学的知見を踏まえて逐

次水質基準の見直しを行っている。また、将来にわたり水道水の安全性の確保等に万全を期する見地から、水質

基準に加えて水道水質管理上留意すべき項目として水質管理目標設定項目を定め、水質基準に準じた検査を行

い、検出状況を把握している。 

○ 農薬の有用生物への危害防止の取組み 

 農薬登録審査の際に行われる「水産動植物以外の有用生物への影響に関する試験」として、有用生物である蜜

蜂や蚕等に対する影響試験が要求されている。この結果に基づき、「蚕に対して長期間毒性があるので桑園に飛

散しないよう注意すること」、「蜜蜂の巣箱及びその周辺にかからないよう注意すること」、「養蜂が行われて

いる地区では、都道府県の畜産部局と連絡し、蜜蜂の危害防止に努めること」などの使用上の注意事項が付され

ている。 

 

ｂ）化学物質の環境への排出・廃棄・リサイクル段階での対策の実施 

   

現状 

   

化学物質の環境への排出については、ＰＲＴＲ制度により、事業者による自主的

管理の改善が促進され、届出対象化学物質の排出量は全体として低減傾向にある。Ｐ

ＲＴＲ制度については平成20年に対象物質・対象業種等の見直しを行い、平成22年度

から新たな対象物質・対象業種による排出量等の把握が開始された。図表Ⅲ－７－12

にＰＲＴＲ届出排出量・移動量及び届出事業所数の推移を示す。現行の届出要件（取

扱量）による届出が開始された初年度（平成15年度）と比較すると、総排出量・移動

量は14万７千トン減少、平成20年度の対象物質の見直し前後で、継続して指定されて

いる第一種指定化学物質（継続物質）の排出量・移動量は16万5千トン減少しており、

経年的には減少傾向にある。 
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図表Ⅲ－７－12．ＰＲＴＲ届出排出量・移動量及び届出事業所数の推移 

516,064

487,945

506,858

479,401

473,148

454,374

440,604

388,045

339,004
342,204

357,132
341,889

13,759

13,414
21,034

19,658
16,144

16,110
15,804

14,192

12,225

44,579 42,533 39,478

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

届
出
事
業
所
数

届
出
排
出
量
・
移
動
量
（
ト
ン
）

新規対象化学物質

削除物質

継続物質

届出事業所数

 
出典）平成24年度ＰＲＴＲデータの概要 

 

一般環境中の汚染物質の濃度については、ベンゼン等による大気の汚染に係る環

境基準及び水質環境基準等を設定し、観測を実施している。ベンゼン等による大気の

汚染に係る環境基準の超過状況は図表Ⅲ－７－13に示す。平成８年（1996年）の大気

汚染防止法の改正により、ベンゼン等の排出抑制基準を設定する等の有害大気汚染物

質対策を制度化したことで、超過率が年々減少し、平成20年度（2008年度）以降の超

過率はほぼ０％で推移している。 

 

図表Ⅲ－７－13．ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準の超過状況の推移 
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また、水質汚濁に関する健康項目の環境基準超過状況の推移を、図表Ⅲ－７－14

に示す。基準超過率は、ほぼ横ばいで推移している。 

 

図表Ⅲ－７－14．公共用水域における健康項目の環境基準超過状況の推移 
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注１ 健康項目の基準超過地点数の比率。 

注２ 平成 11 年度（1999 年度）より新規に硝酸性窒素・亜硝酸性窒素・ふっ素並びにほう素の測定が開始された。 

注３ 平成 21 年（2009 年度）に 1,4-ジオキサン（１項目）が追加され、平成 22 年（2010 年度）より測定が開始

された。 

出典）環境省 

 

取組状況 

   

＜排出・廃棄・リサイクルにおける対策＞ 

【化学物質排出把握管理促進法における排出量及び移動量の把握・公表】（経済産

業省、環境省） 

（Ｐ142 の再掲のため、内容は省略） 

 

【大気汚染防止法に基づく規制等】（環境省） 

○ 大気汚染防止規制等対策 

大気汚染物質に係る環境基準確保のための施策の推進を図るため、固定発生

源から排出された大気汚染物質量の調査や都道府県等の大気汚染防止法施行状

況調査を実施している。具体的には、以下の取組を行っている。 

・ 大気汚染物質排出状況の把握を行うことを目的に、地方公共団体（独自

調査を行う自治体を除く。）が保有する工場・事業場情報を基に調査票を

配布し、当該調査結果及び独自調査を実施している自治体の調査結果と併

せ、環境省ウェブサイトへ公表している（３年周期）。 

・ また、大気汚染防止法の規制施設に係る届出状況や規制事務実施状況に

関する施行状況について、各自治体に調査票を送付し、取りまとめた結果

を環境省ウェブサイトへ公表している（毎年度）。 

基
準
超
過
率
（
％
） 

（年度） 
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今後は、大気汚染物質の排出状況及び大気汚染防止法で規定する施設等の届

出状況等について把握を行う。 

○ 大気環境の常時監視 

（Ｐ142 の再掲のため、内容は省略） 

 

【水質汚濁防止法に基づく規制等】（環境省） 

○ 水質汚濁防止法に基づく排出水の排出等の規制の推進 

工場・事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の

浸透を規制することによって、公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止を図

り、国民の健康を保護し、生活環境を保全することを目的とし、水質汚濁防止

法に基づく規制を実施する。 

汚水又は廃液を排出する特定施設等を設置する工場又は事業場から公共用水

域に排出される排出水又は地下水に浸透する浸透水について、28 有害物質等の

排水基準又は地下浸透基準を定め、これらに適合しない排出・浸透を禁止して

いる。 

特に、有害物質を使用又は貯蔵している施設については、地下水汚染の未然

防止のため、構造基準の遵守や定期点検の実施を義務づけている。 

今後は、排水基準等に不適合の事業者について、引き続き、基準等に適合さ

せるように自治体による事業者指導を徹底する。 

○ 水環境の常時監視 

（Ｐ143 の再掲のため、内容は省略） 

○ 地下水質の常時監視 

（Ｐ144 の再掲のため、内容は省略） 

 

【「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法律第 105 号）に基づく対策】

（環境省） 

ダイオキシン類の削減対策を進めるため、ダイオキシン類対策特別措置法第 26

条に基づく汚染状況の調査、第 28 条等に基づく排出源からの発生状況の把握と排

出インベントリの作成を実施する。これらにより、第 33 条に基づき作成されてい

る国内削減計画の目標達成状況の把握や総合的な検証を行う。また、同法附則第

２条において、「その発生過程等に関する調査研究を推進し、その結果に基づ

き、必要な措置を講ずる」とされている臭素系ダイオキシン類について、環境排

出等の実態調査等を行う。 

これまで、国内削減計画を作成し、対策を推進（第１次計画：平成 12 年９月作

成、第２次計画：平成 17 年６月作成、第３次計画：平成 23 年８月作成）。第２

次計画の目標年である平成 22 年のダイオキシン類の推計排出量（158～160g-TEQ/

年）は、平成 15 年比で約 15％削減の目標に対し、約 59％の削減となり、削減目

標は達成（平成９年の排出量から約 98％削減）。また、環境汚染状況は、大気環

境基準の達成率が５年連続で 100％となるなど、近年、大きく改善。また、臭素系

ダイオキシン類の発生が考えられる施設における排出実態調査を行っており、濃
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度状況や環境動態の把握等を進めている。これらの調査結果等は平成 12 年度から

環境省ホームページで公表している。 

今後は、引き続き国内削減計画に基づき削減対策を推進するとともに、臭素系

ダイオキシン類に関する知見の集積等を図る。 

 

【「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物

処理法」という。）等に基づく有害物質を含む廃棄物の適正処理】（環境省） 

環境中で有害性等が懸念される化学物質等の廃棄に伴うリスクを低減し、生活

環境保全上の支障等の発生などの社会問題化の未然防止を図るため、有害性等が

懸念される廃棄物の適正処理を推進する。具体的には、以下の取組を行ってい

る。 

○ 平成 24 年度は、感染性廃棄物処理マニュアルについて、所要の改訂を行う

とともに、水銀廃棄物の安定化・固型化技術等、水銀廃棄物の環境上適正な

管理に関する検討を行った。 

○ 平成 25 年度は、水銀廃棄物の安定化・固型化試験等を実施し、水銀廃棄物

等の適正な処理方策の検討を行った。 

○ 平成 26 年度は、水俣条約を踏まえた水銀廃棄物対策等について検討を行っ

ている。 

当該事業は、国内外の動向、知見の集積等により、有害性が懸念される物質を含

有する廃棄物の適正処理方策を調査・検討するものである。今後も、知見の集積を

踏まえ、適正処理方策を確保すべき物質について、その特性を踏まえて体系的な整

理を行いつつ、対応を検討する必要がある。 

 

【バーゼル条約に基づく特定有害廃棄物等の輸出入管理】（経済産業省、環境省） 

有害廃棄物等の不正輸出入の防止及び環境上適正な処理を推進するため、バー

ゼル条約に基づくバーゼル法を適切に施行するとともに、輸出入事業者等への法

規制に関する周知徹底を図っている。 

今後は、引き続きバーゼル条約に基づくバーゼル法の適切な施行や周知徹底を

行う。 

 

図表Ⅲ－７－15．バーゼル法に基づく取組 

取組 平成 24 年度 平成 25 年度 

バーゼル法に基づく輸入承認件数 91 件 116 件 

バーゼル法に基づく輸出承認件数 55 件 53 件 

事前相談件数（環境省・経済産業省合計） 51,245 件 51,382 件 

バーゼル法等説明会開催か所 全国９か所 全国 11 か所 
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【家電リサイクル法及び自動車リサイクル法並びに廃棄物処理法の広域認定制度等

による拡大生産者責任の徹底や製品製造段階からの環境配慮設計の更なる推進】

（経済産業省、環境省） 

「特定家庭用機器再商品化法」（平成 10 年法律第 97 号。以下「家電リサイク

ル法」という。）及び「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（平成 14 年法

律第 87 号。以下「自動車リサイクル法」という。）において、製造業者等に対

し、各法律の対象品目について再資源化等の義務付けを行い、また廃棄物処理法

の広域認定制度により、再資源化等を容易にするような設計等を求めている。 

○ 家電リサイクル法に関連する取組 

拡大生産者責任に基づく特定家庭用機器の製造業者等による引取り･再商品

化の義務が、化学物質管理の観点も含めた製品製造段階からの環境配慮設計

の推進に寄与している。例えば、分別作業の効率アップを目的として、プラ

スチック部品への難燃剤含有の表示等が推進されている。また、環境省で

は、特定家庭用機器が使用済みとなった後への影響を把握するため、平成 23

年度に、当該機器中の化学物質の含有量等について調査を行っており、今後

も定期的に調査することとしている。 

○ 自動車リサイクル法に関連する取組 

拡大生産者責任に基づく特定再資源化等物品（自動車破砕残さ及び指定回

収物品並びにフロン類をいう。）の自動車製造業者等による引取り･再資源化

の義務を通じて、化学物質管理の観点も含めた製品製造段階からの環境配慮

設計の推進を求めている。 

有害物質の削減については、自動車製造業者等による自主的な取組が進

み、鉛の使用量を１台当たり平均 100g 前後まで削減する等の効果を上げてい

る。ほか、車両構造の設計段階において解体時における部品の取外しを考慮

するといった取組も行われている。 

経済産業省及び環境省では、毎年度、自動車製造事業者等に対し、産業構

造審議会と中央環境審議会の合同会議において化学物質の削減に関する自主

取組の進捗状況を報告するよう求めている。また、環境省では自動車が使用

済みとなった後への影響を把握するため、平成 22 年度、平成 24 年度に自動

車破砕残さ中の化学物質の含有量等について調査を行っており、今後も定期

的に調査することとしている。 

また、環境省では、平成 24 年度に環境配慮設計に関する情報を含めた自動

車製造業者等による環境に関する取組を整理し、公表した。 

○ 廃棄物処理法 

廃棄物処理法に基づく広域認定制度は、拡大生産者責任に則り、製造事業

者等自身が自社の製品の再生又は処理の行程に関与することで、効率的な再

生利用等を推進するとともに、再生又は処理しやすい製品設計への反映を進

めることにつながり、拡大生産者責任の徹底や製品製造段階からの環境配慮

設計の更なる推進に寄与している。同制度は、平成 15 年に創設された廃棄物

処理法の特例制度であり、平成 22 年の法改正で、環境大臣への立入権限の付
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与や変更手続規定の法律への格上げなどの一部規制の強化を図りつつ、申請

に基づき厳正に審査し認定を付与している。広域的処理認定業者認定状況は

以下のとおり（平成 26 年３月末現在）。 

・ 一般廃棄物広域的処理認定実績 93 件 

・ 産業廃棄物広域的処理認定実績 238 件 

今後は、引き続き上記施策を実施するとともに、家電リサイクル法及び自動車

リサイクル法並びに廃棄物処理法に基づく広域認定制度を適正に施行する。 

 

ｃ）過去に製造された有害化学物質や汚染土壌・底質等の負の遺産への対応 

   

現状 

   

過去に製造された有害化学物質や、汚染された土壌等の負の遺産への対応につい

ては、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成

13年法律第65号。以下「ＰＣＢ廃棄物特別措置法」という。）、土壌汚染対策法等に

より適正な処理等の対応が進められている。 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の製造・輸入・使用が事実上禁止の後、長期にわ

たり保管されてきたＰＣＢ廃棄物については、平成13年６月に制定されたＰＣＢ廃棄

物特別措置法により、日本環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）による拠点的な処理

施設整備の推進やＰＣＢ廃棄物処理基金の創設など、その適切な処理体制の構築が図

られている。ＪＥＳＣＯにおけるＰＣＢ廃棄物処理の進捗状況を図表Ⅲ－７－16に示

す。 

ＪＥＳＣＯにおける、世界でも類を見ない大規模な化学処理方式によるＰＣＢ廃

棄物の処理は、作業者に係る安全対策等、処理開始後に明らかとなった課題への対応

等により、当初予定していた平成 28 年３月までの当該処理に係る事業の完了が困難

な状況となっている。 

また、ＰＣＢ廃棄物特別措置法施行後の平成 14 年、ＰＣＢを使用していないとさ

れるトランスやコンデンサから微量のＰＣＢが検出されるものがあることが判明し、

平成 22 年から廃棄物処理法に基づく処理が始まった。 

これらを踏まえ、平成 24 年 12 月にＰＣＢ廃棄物特別措置法に係るＰＣＢ廃棄物の

処理期限を平成 39 年３月 31 日まで延長し、これを実現するため、ＰＣＢ廃棄物処理

基本計画を変更し、平成 26 年６月６日に告示した。 
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図表Ⅲ－７－16．ＰＣＢ処理に係る年度別処理実績 
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出典）日本環境安全事業株式会社 

（http://www.JESCOnet.co.jp/business/result/pdf/H16-24result.pdf） 

 

汚染された農用地の土壌への対応としては、農用地土壌汚染対策計画に基づき対

策を実施している。指定された対策地域における農用地土壌汚染対策の進捗状況を、

図表Ⅲ－７－17 示す。平成 24 年度末において、対策事業完了面積は 6,906ha、対策

進捗率は 91.0％となっている。 

 

図表Ⅲ－７－17．農用地土壌汚染対策の進捗状況 
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出典）環境省「農用地土壌汚染に係る細密調査結果及び対策の概要」 

（http://www.env.go.jp/water/dojo/nouyo/index.html） 

 

 

http://www.jesconet.co.jp/business/result/pdf/H16-24result.pdf
http://www.env.go.jp/water/dojo/nouyo/index.html
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取組状況 

   

＜負の遺産への対応に関する取組＞ 

【土壌汚染対策法における取組】（環境省） 

土壌汚染対策法の施行状況調査を行い、土壌汚染対策法の施行状況及び都道府

県、法第 64 条に基づき政令で定める市が把握している特定有害物質による土壌汚

染事例を把握し、整理することにより、土壌汚染調査・対策の現状について実態

を把握・公表するとともに、今後の土壌汚染対策の推進に資する資料として取り

まとめている。土壌汚染対策法施行状況調査結果の概要は図表Ⅲ－７－18 のとお

り。 

図表Ⅲ－７－18．土壌汚染対策法の施行状況調査結果の概要 

取組 
平成 24 年度調査 

（平成 23 年度実績） 

平成 25 年度調査 

（平成 24 年度実績） 

有害物質使用特定施設の使用廃止件数 771 件 1,233 件 

土壌汚染状況調査の結果報告件数 245 件 243 件 

調査義務の一時的免除件数 498 件 970 件 

形質変更時の届出件数 9,525 件 9,949 件 

特定有害物質による汚染のおそれのあ

る土地の調査命令の発出件数 
180 件 126 件 

土壌汚染状況調査の結果報告件数 199 件 143 件 
注 全国の 47 都道府県及び 109（108）政令市の土壌汚染担当部局を対象。 

出典）環境省「土壌汚染対策法施行状況調査」 

 

この結果を踏まえ、土壌汚染調査・対策手法等検討業務を通じて、土壌の汚染

状態の調査方法や汚染の除去等の対策方法に係る課題の抽出や改善策の検討を行

っている。また、汚染土壌の処理等に関する検討調査業務を通じて、汚染土壌の

運搬、管理の適正化を図り、汚染土壌の適正処理を推進している。 

○ 土壌汚染調査・対策手法等検討業務を通じて、土壌汚染対策法に基づく調

査及び措置に関するガイドライン（改訂第二版）を平成 24 年に作成。 

○ 汚染土壌の運搬や処理業に関するガイドラインを作成し、汚染土壌の処理

の適正化を推進。 

○ 形質変更時要届出区域のうち土地の形質の変更の施工方法の緩和が認めら

れる自然由来特例区域等の制度や、自然由来の汚染のおそれがあると認めら

れる土地における調査の特例の制度を定めた施行規則改正を平成 23 年 7 月に

行った。 

また、土壌汚染対策法の趣旨の一つは、汚染された土壌を適切に管理していく

ことであり、このため、平成 21 年の改正において、規制対象区域の分類等による

講ずべき措置の内容の明確化を図ったところである。具体的には、都道府県知事

は、土壌の特定有害物質による汚染状態が基準に適合しない土地について、当該

汚染による健康被害が生ずるおそれの有無に応じて、要措置区域又は形質変更時

要届出区域に指定するとともに、前者については、当該土地の所有者等に対し、

健康被害の防止のための措置を講ずべきことを指示することとし、後者について

は、汚染の除去等の措置は不要としている。要措置区域における指示措置は、土
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壌や地下水の汚染の状況等に基づき決定される。具体的には地下水の水質の測

定、原位置封じ込め、土壌の汚染の除去（掘削除去及び原位置浄化）等があり、

必ずしも掘削除去を行わなければいけないわけではない。 

しかしながら、これまでの施行状況調査では、指示措置とは別の同等以上の措

置（主に掘削除去）が多数行われており、また、汚染の除去等の措置が不要であ

る形質変更時要届出区域についても多くの区域で汚染の除去等の措置が行われて

いるという結果となっている。 

平成 26 年度以降も、土壌汚染対策法の施行状況及び都道府県、法第 64 条に基

づき政令で定める市が把握している土壌汚染事例を把握し、整理することによ

り、土壌汚染調査・対策の現状について実態把握を行う。 

この結果等を踏まえ必要に応じて自然由来汚染土壌に係る課題を含む、土壌汚

染調査・対策手法、汚染土壌の適正な運搬・処理方法について検討する。 

 

【ＰＣＢ特別措置法の取組推進】（環境省） 

処理期限よりも一日も早くＰＣＢ廃棄物の処理を完了させるべく、都道府県市

に届出されていない機器の掘り起こし等に係る取組を推進している。加えて使用

中のＰＣＢ含有機器についても確実に処理を完了することができるよう環境省、

ＪＥＳＣＯ、都道府県市、経済産業省、事業者団体等の関係機関が連携して取組

を推進している。 

また、微量ＰＣＢ廃棄物についても、新たな処理期限（平成 39 年３月）までの

確実な処理に向けた技術的検討を行っている。 

なお、ＰＣＢ廃棄物の処理進捗状況は図表Ⅲ－７－19 のとおり。 

 

図表Ⅲ－７－19 ＰＣＢ廃棄物（高圧トランス等）全体累積処理台数 

取組 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

ＰＣＢ廃棄物（高圧トランス等） 

全体累積処理台数 
88,894 台 120,385 台 156,202 台 194,304 台 

進捗率 27.0％ 36.5％ 47.4％ 56.0％ 

注１ 平成 22～24 年度は平成 28 年度での目標値（329,500 台）を元に算出。 

注２ 平成 25 年度は平成 37 年度での目標値（347,000 台）を元に算出。 

 

【「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和 45 年法律第 139 号。以下「農

用地土壌汚染防止法」という。）における取組】（農林水産省、環境省） 

農用地土壌汚染防止法に基づき、常時監視により汚染が発見された地域を都道

府県知事が農用地土壌汚染対策地域として指定することができる。指定した際に

は、当該対策地域について対策計画を策定した上で土壌汚染対策を実施してい

る。 

○ 平成 23 年度 

・ 指定要件に係る基準値以上の特定有害物質が検出された、又は検出され
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るおそれが著しい地域（以下「基準値以上検出等地域」という。）の累積

面積が 7,575ha（平成 23 年度末現在）。 

・ このうち、対策地域の指定がなされた地域の累積面積は 6,577ha。 

・ 対策事業等が完了している地域は 6,781ha で、基準値以上検出等地域の

面積の 89.5％。 

○ 平成 24 年度 

・ 基準値以上検出等地域の累積面積が 7,592ha（平成 24 年度末現在）。 

・ このうち、対策地域の指定がなされた地域の累積面積は 6,577ha。 

・ 対策事業等が完了している地域は 6,906 ha で、基準値以上検出等地域の

面積の 91.0％。 

今後は、引き続き特定有害物質及びその他の物質に関する知見の充実に努める

とともに、農村地域防災減災事業等による客土等の土壌汚染対策の取組を進め

る。 

 

ｄ）事故等により化学物質が環境へ排出された場合の措置 

   

現状 

 

事故等により化学物質が環境中へ排出された場合は、大気汚染防止法及び水質汚

濁防止法に基づき施設の設置者に応急措置の実施や都道府県への通報・届け出等を義

務づけている。環境省では、平成21年に「自治体環境部局における化学物質に係る事

故対応マニュアル策定の手引き」を策定し、各自治体による事故対応マニュアルの策

定等を支援している。 

 

取組状況 

   

＜事故等により化学物質が環境へ排出された場合の措置＞ 

【事故等により化学物質が大気環境中へ排出された場合の措置】（環境省） 

大気汚染防止法第 17 条により、ばい煙発生施設を設置している事業者等及び都

道府県知事には事故時の措置が規定されている。事故等により化学物質が大気環

境中へ排出された場合には、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずることがな

いよう地方公共団体と連携の上、適正に対応する。 

 

【水質汚濁防止法に基づく事故時の措置の届出】（環境省） 

工場・事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の浸

透を規制することによって、公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止を図り、

国民の健康を保護し、生活環境を保全することを目的とする。 

特定事業場等の設置者は、特定施設等の破損その他の事故の発生により、有害

物質等を含む水が公共用水域に排出され、又は地下に浸透したことにより人の健
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康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるとき、直ちに応急の措置を講

じ、事故の状況及び講じた措置の概要を都道府県知事に届け出なければならな

い。 

また、特定事業場等の設置者が応急の措置を講じていないと認めるとき、都道

府県知事は応急の措置を講ずることを命ずることができる。 

さらに、指定施設の破損その他の事故の発生により、有害物質又は指定物質を

含む水の公共用水域への排出、又は地下への浸透により人の健康又は生活環境に

係る被害を生ずるおそれがあるときについても、事故時の措置の届出の対象と規

定する見直しを行った。 

指定物質として、現在 56 物質を定めている。 

○ 平成 23 年度における水質汚濁防止法施行状況調査の結果は以下のとおり。 

・ 事故時の届出 503 件 

・ 措置命令 １件 

今後は、水環境の保全のために事故を発生させた事業者に対して、都道府県に

よる適正な指導を実施していくことが必要である。 

 

【海上における環境・防災対策の充実強化】（国土交通省） 

船舶の火災、衝突、乗揚げや沈没等の事故が発生し、これに伴って油や有害液

体物質が海に流出した場合、自然環境や付近住民の生活に甚大な悪影響を及ぼす

ことから、巡視船艇や航空機に必要な資機材を整備するとともに、現場職員の訓

練・研修等を通じ、対処能力強化を推進し、また、関係者への適切な指導、助

言、国内外の関係機関との連携強化を通じて、迅速かつ的確な対処に努めてい

る。 

海上保安庁が防除措置を講じた油排出事故件数は以下のとおり。 

○ 平成 24 年 106 件 

○ 平成 25 年 135 件  

今後も、油及び有害液体物質の流出に迅速且つ的確に対応するため、引き続き資

機材の整備、現場職員の訓練及び研修、関係機関との連携強化に努めていく。 

 

＜その他の取組＞ 

【水環境の危機管理・リスク管理推進事業】（環境省） 

平成24年５月に発生した利根川水系における取水障害により、公共用水域に排

出された化学物質が浄水過程等で別の化学物質に変化し、水環境の管理における

大きなリスクとなりうることがわかった。 

水環境の安全・安心を確保するためには、従来の有害物質だけでなく、浄水過

程等で別の有害な化学物質に変化しうる物質についても、平常時に水質事故を未

然に防止するための適切なリスク管理がなされ、水質事故時には迅速な原因究明

により被害拡大防止を図ることができるようにしておくことが必要である。 

平成25年度は、一般環境中の存在状況を把握するため、全国の河川水を対象に

ヘキサメチレンテトラミン、ホルムアルデヒド、過塩素酸をそれぞれ47か所で、
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N,N-ジメチルアニリンを94か所で検体分析した。排出実態調査として、ＰＲＴＲ

届出情報に基づきヘキサメチレンテトラミンの公共用水域への排出量が多い、又

は取扱量が多い事業場５事業場について１事業場あたり排水処理前、処理後の２

か所について検体分析を行った。 

本施策については、平成24年５月に発生した利根川水系における取水障害を契

機として実施している。平成26年度は、平成25年度の存在状況調査及び排出実態

調査の結果を踏まえ、他の環境中にリスクを与える物質についても調査を行い、

水質事故時には迅速な原因究明等のリスク管理方法について検討を行う。 

 

【油等汚染対策国内対応事業】（環境省） 

「油等汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」（平成 18 年 12

月８日閣議決定）に基づき作成されている脆弱沿岸海域図については、油や危険物

質及び有害物質の流出事故が発生した際、関係機関等に対して情報提供を行うため、

その基礎となる地形データ及び動植物の分布等に関するデータを常に最新データに

更新していく必要がある。また、有害危険物質流出事故に対応した脆弱沿岸海域図

（ＨＮＳ－ＥＳＩマップ）の有害危険物質データベースについても、国際バルクケ

ミカルコード（ＩＢＣコード）※等の追加・変更を踏まえて更新を行う必要がある。 

上記を踏まえ、最新のデータ及び影響評価手法に基づき脆弱沿岸海域図の更新を

実施するとともに、本情報をウェブサイトに掲載等することで、より広く一般に周

知している。 

今後は、引き続き最新のデータ及び影響評価手法に基づき脆弱沿岸海域図の更新

を実施するとともに、本情報をウェブサイトに掲載等することで、より広く情報提

供を行う。 

※ International Code for the Construction and Equipment of Ships Carrying Dangerous Chemicals in 

Bulk: 国際海事機関（ＩＭＯ）に登録され、ばら積み国際海上輸送が可能となった有害液体物質である製品

の一覧、登録された製品毎に輸送する船舶の運送要件、設備・構造及び汚染分類等の要件並びに登録された

製品の汚染分類や輸送要件等に係る評価基準が記載されている。 

 



 

- 174 - 

 

今後の課題 
 

○ 化学物質分野における中長期的な目標であるＷＳＳＤ2020 年目標の達成に向け、

国際化学物質管理会議（ＩＣＣＭ：International Conference on Chemical 

Management）やＯＥＣＤ等における国際的な動向も踏まえつつ、科学的なリスク評価

及びライフサイクル全体でのリスクの削減を着実に進めていくことが重要であり、具

体的には化学物質審査規制法や化学物質排出把握管理促進法等をより円滑に運用する

ための体制整備に努めるとともに、未解明の問題についても調査検討を進めることが

必要である。 

 

○ 化学物質によるリスク対策を関係主体間の緊密な連携の下、有機的に連携させつ

つ効果的かつ包括的に推進することが重要である。具体的には、関係省庁・機関が

連携を図りつつ、ライフサイクル全体を考慮したリスク評価を可能とする手法を調

査検討し、実用化を目指すとともに、各種モニタリング等の効率的な利用を図るこ

とが必要である。また、化学物質の製造から廃棄に至るライフサイクル全体を通じ

た環境リスクを一層低減する観点から、使用から廃棄に至る継ぎ目のない化学物質

の管理を目指すと共に、化学物質と環境に関する政策対話等の場を活用し、関係す

る各主体の取組との連携の更なる向上を図るべきである。さらに、水銀のライフサ

イクル全体に係る対策を定めた水銀に関する水俣条約について、国内での取組を着

実に推進することが求められている。 

 

○ 化学物質審査規制法に基づく一般化学物質等のスクリーニング評価及び優先評価

化学物質のリスク評価を引き続き円滑に実施するとともに、関係省の合同審議会に

おいて、進捗状況の確認及び進行管理を適切に行うことが重要である。また、化学

物質審査規制法の適切な運用には、生態影響試験の円滑な実施が必要であり、当該

試験に用いる供試生物の供給については、詳細なリスク評価等に必要な鳥類や底生

生物も含め、供給体制の一層の整備・充実が必要である。 

 

○ 化学物質審査規制法については、平成 21 年の法改正時の附則で施行後５年を経過

した場合の見直しが規定されていることから、法施行の状況を踏まえつつ、関係省庁

が緊密に連携し、必要に応じて今後同法の規定について検討していくことが必要であ

る。 

 

○ ＱＳＡＲ、トキシコゲノミクス等の新たな評価手法の開発・活用については、海外

で検討が進んでいる先進的な評価手法の一つであるＡＯＰ（Adverse Outcome 

Pathway）も含め、ＯＥＣＤにおける取組に積極的に参加し、またその成果を活用し

つつ、我が国においても、これら評価手法の開発・活用を引き続き精力的に推進する

ことが重要である。 
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○ 化学物質の内分泌かく乱作用については、リスク評価を推進するため、開発途中と

なっている試験法についてできるだけ速やかに開発を完了させる必要がある。また、

今後のリスク管理に向けた道筋をつけるため、リスク評価を加速化させる必要があ

る。 

 

○ 化学物質の複合影響については、物質の構造の類似性や、作用機序の同一性に着目

しつつ、環境行政としてどのような形で化学物質の複合影響評価を行うべきかについ

て、欧米の動向把握を進めながら検討を進める必要がある。 

 

○ ナノ材料については、ナノ材料の環境における測定手法について知見を深めるとと

もに、人健康及び生態系への影響を踏まえた取扱いのあり方について引き続き検討を

行う必要がある。 

 

○ 環境中の微量な化学物質による影響の評価については、未だにその具体的な発症メ

カニズムが明らかでないことを踏まえ、これまでに得られた知見を整理した上で疾患

概念の整理、診断法の確立をどのように行っていくことが有効であるか、実施可能性

等も踏まえながら検討する必要がある。 

 

○ ＰＣＢ廃棄物については、処理期限よりも一日も早く処理を完了させるべく、引き

続き都道府県市に届出されていない機器の掘り起こしに係る取組等を推進するととも

に、環境省、ＪＥＳＣＯ、都道府県市、経済産業省、事業者団体等の関係機関の更な

る連携を図る。 

 

 

 

 




